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令 和 ７ 年 度 守 口 市 一 般 会 計 予 算 

令和７年度守口市の一般会計の予算は､次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 79,400,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（継続費） 

第２条 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 212条第１項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は、 

「第２表 継続費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第 214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、 

「第３表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第４条 地方自治法第 230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、

利率及び償還の方法は、「第４表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第５条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、6,000,000千円と定める。 



（歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第 220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができ 

る場合は、次のとおりと定める。 

（１） 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内での

これらの経費の各項の間の流用 

 

 

 

   令和７年２月 19日提出 

 

守口市長 瀬 野  憲 一       

 

 



第１表　歳入歳出予算

歳 入 (単位：千円)

款 項

 1 市税 ２３，７７０，３７８

 1 市民税 １０，２０８，４８９

 2 固定資産税 ９，５４１，８２６

 3 軽自動車税 １８６，６５６

 4 市たばこ税 １，１１５，４２０

 5 事業所税 ７７３，９９２

 6 都市計画税 １，９４３，９９５

 2 地方譲与税 ２１８，０００

 1 地方揮発油譲与税 ４８，０００

 2 自動車重量譲与税 １５３，０００

 3 森林環境譲与税 １７，０００

 3 利子割交付金 ４５，０００

 1 利子割交付金 ４５，０００

 4 配当割交付金 ２００，０００

 1 配当割交付金 ２００，０００

 5 株式等譲渡所得割交付金 ２６８，０００

 1 株式等譲渡所得割交付金 ２６８，０００

 6 法人事業税交付金 ４１０，０００

 1 法人事業税交付金 ４１０，０００

 7 地方消費税交付金 ３，３６９，０００

 1 地方消費税交付金 ３，３６９，０００

 8 自動車取得税交付金 １

 1 自動車取得税交付金 １

 9 環境性能割交付金 ６３，０００

 1 環境性能割交付金 ６３，０００

10 地方特例交付金 １３０，９７６

金 額



(単位：千円)

款 項

 1 地方特例交付金 １２５，０００

 2 新型コロナウイルス感染症対策 ５，９７６

地方税減収補塡特別交付金　　

11 地方交付税 ９，２５４，０００

 1 地方交付税 ９，２５４，０００

12 交通安全対策特別交付金 １９，０００

 1 交通安全対策特別交付金 １９，０００

13 分担金及び負担金 ９７５，１０９

 1 負担金 ９７５，１０９

14 使用料及び手数料 ７６３，６７４

 1 使用料 ５２２，０５６

 2 手数料 ２４１，６１８

15 国庫支出金 ２１，９６５，６３１

 1 国庫負担金 １９，５８８，８０２

 2 国庫補助金 ２，３４３，９１３

 3 委託金 ３２，９１６

16 府支出金 ６，４１４，９６５

 1 府負担金 ５，０８６，０１１

 2 府補助金 ９１８，１７９

 3 委託金 ４１０，７７５

17 財産収入 ５９２，８２５

 1 財産運用収入 ２５３，２２８

 2 財産売払収入 ３３９，５９７

18 寄附金 ２５０，２４０

 1 寄附金 ２５０，２４０

金 額



(単位：千円)

款 項

19 繰入金 ２，１１１，２７３

 1 繰入金 ２，１１１，２７３

20 繰越金 １

 1 繰越金 １

21 諸収入 １，２９２，３２７

 1 延滞金及び過料 ４０，０００

 2 市預金利子 ５３８

 3 貸付金元利収入 ６，０３０

 4 収益事業収入 ４２４，０５９

 5 受託事業収入 １７８，９００

 6 雑入 ６４２，８００

22 市債 ７，２８６，６００

 1 市債 ７，２８６，６００

７９，４００，０００

金 額

歳 入 合 計



歳 出 (単位：千円)

款 項

 1 議会費 ３８１，３５４

 1 議会費 ３８１，３５４

 2 総務費 ７，６７４，０９２

 1 総務管理費 ６，４３８，９１２

 2 徴税費 ５１６，２５７

 3 戸籍住民基本台帳費 ４４３，６２０

 4 選挙費 １０４，６９３

 5 統計調査費 １４８，９６９

 6 監査委員費 ２１，６４１

 3 民生費 ４３，３３３，５１９

 1 社会福祉費 １７，３４８，７１３

 2 児童福祉費 １５，５６７，６１９

 3 生活保護費 １０，４１２，４７０

 4 災害救助費 ４，７１７

 4 衛生費 ４，７８２，２８１

 1 保健衛生費 ２，６１２，０９４

 2 清掃費 ２，１６１，０３９

 3 上水道費 ９，１４８

 5 産業費 １０１，８４８

 1 農業費 ４３，４６３

 2 商工費 ５８，３８５

 6 土木費 ３，７９６，１２２

 1 土木管理費 ３８２，６６９

 2 道路橋りょう費 ８１６，４９５

 3 都市計画費 ２，５１９，９２２

 4 住宅費 ７７，０３６

金 額



(単位：千円)

款 項

 7 消防費 ２，６１３，３９１

 1 消防費 ２，６１３，３９１

 8 教育費 １２，０７９，５５２

 1 教育総務費 １，７２３，８５５

 2 小学校費 ８，７３２，９７０

 3 中学校費 １，２７３，８５１

 4 幼稚園費 ４０，４４４

 5 社会教育費 ３０８，４３２

 9 災害復旧費 １

 1 災害復旧費 １

10 公債費 ４，６０７，８４０

 1 公債費 ４，６０７，８４０

11 予備費 ３０，０００

 1 予備費 ３０，０００

７９，４００，０００

金 額

歳 出 合 計



事　業　名 総　額 年　度 年　割　額

千円 千円

令和７年度 1,311,614

令和８年度 4,499,685

令和７年度 639,830

令和８年度 2,330,281

八 雲 中 学 校 区 義 務 教 育 学 校 建 設 工 事 2,970,111

1 教育費 1 小学校費 八 雲 中 学 校 区 義 務 教 育 学 校 建 設 工 事 5,811,299

 第２表　継続費

款 項

1 教育費 2 中学校費



 第３表　債務負担行為

2,068 千円

18,414 千円

6,292 千円

5,896 千円

264,000 千円

64,777 千円

19,808 千円

4,912 千円

263,842 千円

241,943 千円

4,200 千円

市 長 車 運 行 管 理 業 務 委 託 事 業 令和10年度まで

工 事 検 査 補 助 業 務 委 託 事 業 令和９年度まで

情 報 セ キ ュ リ テ ィ 研 修 支 援 及 び
外 部 監 査 業 務 委 託 事 業

令和９年度まで

生 活 困 窮 者 自 立 相 談 支 援 事 業 等 業 務 委 託 事 業 令和12年度まで

特 定 計 量 器 定 期 検 査 業 務 委 託 事 業 令和８年度まで

Ｌ Ｅ Ｄ 防 犯 灯 借 上 事 業 令和18年度まで

指 定 金 融 機 関 窓 口 等 業 務 委 託 事 業 令和15年度まで

守 口 市 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン タ ー 指 定 管 理 事 業 （ 追 加 分 ） 令和９年度まで

消 費 生 活 セ ン タ ー 相 談 業 務 委 託 事 業 令和８年度まで

事 項 期 間 限 度 額

議 会 音 声 デ ー タ 反 訳 業 務 委 託 事 業 令和８年度まで

第 ４ 次 守 口 市 障 が い 者 計 画 、 第 ８ 期 守 口 市 障 が い
福 祉 計 画 及 び 第 ４ 期 守 口 市 障 が い 児 福 祉 計 画
策 定 支 援 業 務 委 託 事 業

令和８年度まで



4,400 千円

179,531 千円

46,739 千円

19,220 千円

57,545 千円

93,252 千円

2,066 千円

18,621 千円

1,864 千円

548 千円

854 千円

令和11年度まで

工 事 管 理 用 タ ブ レ ッ ト 端 末 導 入 ・ 運 用 事 業 令和11年度まで

限 度 額

大 阪 モ ノ レ ー ル 新 駅 設 置 に 係 る 整 備 費 負 担 金 令和８年度まで

工 事 管 理 用 シ ス テ ム 導 入 ・ 運 用 事 業 令和11年度まで

分 別 基 準 適 合 物 再 商 品 化 事 業 令和８年度まで

道 路 台 帳 管 理 シ ス テ ム 構 築 等 業 務 委 託 事 業 令和10年度まで

資 産 等 調 査 業 務 委 託 事 業 令和10年度まで

診 療 報 酬 明 細 書 等 点 検 等 業 務 委 託 事 業 令和12年度まで

新 型 コ ロ ナ ワ ク チ ン 窓 口 ・ 内 部 事 務 等 業 務 委 託 事 業 令和11年度まで

シ ス テ ム 標 準 化 窓 口 ・ 内 部 事 務 等 業 務 委 託 事 業

守 口 市 老 人 福 祉 計 画 及 び 第 １ ０ 期 介 護 保 険 事 業 計 画
策 定 支 援 業 務 委 託 事 業

令和８年度まで

被 保 護 者 就 労 支 援 事 業 等 業 務 委 託 事 業 令和12年度まで

事 項 期 間



31,538 千円

124,338 千円

84,852 千円

126,770 千円

11,078 千円

273,834 千円

10,865 千円

6,467 千円検 診 器 具 滅 菌 消 毒 業 務 委 託 事 業 令和10年度まで

さ く ら 小 学 校 校 舎 増 築 工 事 監 理 業 務 委 託 事 業 令和８年度まで

さ く ら 小 学 校 校 舎 増 築 工 事 令和８年度まで

児 童 ・ 生 徒 尿 検 査 業 務 委 託 事 業 令和10年度まで

事 項 期 間 限 度 額

守 口 市 公 園 施 設 等 包 括 管 理 業 務 委 託 事 業 （ 追 加 分 ） 令和10年度まで

土 曜 日 学 習 事 業 令和９年度まで

英 語 指 導 助 手 （ Ａ Ｅ Ｔ ） 派 遣 事 業 令和10年度まで

八 雲 中 学 校 区 義 務 教 育 学 校
建 設 工 事 監 理 業 務 委 託 事 業

令和８年度まで



 第４表　地方債

起債の 資金
方  法 区分

千円 ％以内 年以内 年以内

庁 舎 整 備 事 業 費 債 112,400 7.0 10 1

市 民 体 育 館 整 備 事 業 費 債 11,300 15 2

地区コミュニティセンター整備事業費債 790,900 20 3

社 会 福 祉 施 設 整 備 事 業 費 債 42,600 10 2

認 定 こ ど も 園 等 整 備 助 成 事 業 費 債 33,000 20 3

児 童 ク ラ ブ 室 整 備 事 業 費 債 46,400 20 3

市 民 保 健 セ ン タ ー 整 備 事 業 費 債 21,400 20 3

ご み 処 理 施 設 整 備 事 業 費 債 87,900 20 3

廃棄物等大阪湾広域処分場建設事業費債 4,700 20 3

上 水 道 事 業 出 資 債 6,000 30 5

街 路 築 造 事 業 費 債 35,300 20 3

公 園 築 造 事 業 費 債 242,400 20 3

道 路 整 備 事 業 費 債 187,800 20 3

消 防 施 設 整 備 事 業 費 債 59,600 20 3

防 災 設 備 整 備 事 業 費 債 120,000 20 3

防 災 施 設 整 備 事 業 費 債 8,900 10 2

義 務 教 育 施 設 整 備 事 業 費 債 5,149,800 25 3

守 口 市 立 図 書 館 整 備 事 業 費 債 2,500 15 2

公 共 施 設 等 除 却 特 例 債 323,700 10 1
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令和７年度 守口市特別会計国民健康保険事業予算 



令和７年度守口市特別会計国民健康保険事業予算 

令和７年度守口市の特別会計国民健康保険事業の予算は､次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 14,223,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 214条の規定により債務を負担する行為をすることができる 

事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、6,000,000千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第 220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができ 

る場合は、次のとおりと定める。 

（１） 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項

の間の流用

令和７年２月 19日提出 

守口市長 瀬 野  憲 一 



第１表　歳入歳出予算

歳 入 (単位：千円)

款 項

 1 国民健康保険料 ２，６２９，６４７

 1 国民健康保険料 ２，６２９，６４７

 2 一部負担金 １

 1 一部負担金 １

 3 使用料及び手数料 １，１９０

 1 手数料 １，１９０

4 府支出金 ９，８８０，４６１

 2 府補助金 ９，８８０，４６１

5 財産収入 ６，９３７

 1 財産運用収入 ６，９３７

6 繰入金 １，６４６，１０１

 1 繰入金 １，６４６，１０１

7 諸収入 ５８，６６３

 1 延滞金、加算金及び過料 ４５，０２９

 2 市預金利子 １

3 雑入 １３，６３３

１４，２２３，０００

金 額

歳 入 合 計



歳 出 (単位：千円)

款 項

 1 総務費 ３３６，７３５

 1 総務管理費 ３２７，２１２

 2 徴収費 ９，０９４

 3 運営協議会費 ４２９

 2 保険給付費 ９，６８３，７８５

 1 療養諸費 ８，２７４，４０７

 2 高額療養諸費 １，３１０，６６０

 3 移送費 ５０

 4 出産育児諸費 ６４，５２８

 5 葬祭諸費 １１，２００

 6 任意給付費 ２２，９４０

 3 国民健康保険事業費納付金 ３，９７８，４１０

 1 医療給付費分 ２，８１６，９３７

 2 後期高齢者支援金等分 ８４２，８６７

 3 介護納付金分 ３１８，６０６

4 保健事業費 １７６，５１１

 1 特定健康診査等事業費 ７５，９９６

 2 保健事業費 １００，５１５

5 基金積立金 ６，９３７

 1 基金積立金 ６，９３７

6 公債費 １，０００

 1 公債費 １，０００

7 諸支出金 ３６，６２２

 1 償還金及び還付加算金 ３６，６２２

8 予備費 ３，０００

 1 予備費 ３，０００

１４，２２３，０００

金 額

歳 出 合 計



 第２表　債務負担行為

20,262 千円

事 項 期 間 限 度 額

国 民 健 康 保 険 シ ス テ ム 改 修 業 務 委 託 事 業 令和８年度まで



令和７年度 守口市特別会計後期高齢者医療事業予算 



令和７年度守口市特別会計後期高齢者医療事業予算 

令和７年度守口市の特別会計後期高齢者医療事業の予算は､次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 2,818,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 214条の規定により債務を負担する行為をすることができる 

事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

令和７年２月 19日提出 

守口市長 瀬 野  憲 一 



第１表　歳入歳出予算

歳 入 (単位：千円)

款 項

 1 後期高齢者医療保険料 １，９６３，０９９

 1 後期高齢者医療保険料 １，９６３，０９９

 2 使用料及び手数料 ８２

 1 手数料 ８２

3 繰入金 ８２１，６４３

 1 一般会計繰入金 ８２１，６４３

4 繰越金 ３２，２００

 1 繰越金 ３２，２００

5 諸収入 ９７６

 1 雑入 ４９１

2 延滞金、加算金及び過料 ４８５

２，８１８，０００

金 額

歳 入 合 計



歳 出 (単位：千円)

款 項

 1 総務費 ２，８１０，８００

 1 総務管理費 １０６，２０６

 2 後期高齢者医療広域連合納付金 ２，７０４，５９４

 2 諸支出金 ４，２００

1 償還金及び還付加算金 ４，２００

 3 予備費 ３，０００

 1 予備費 ３，０００

２，８１８，０００

金 額

歳 出 合 計



 第２表　債務負担行為

1,716 千円

事　　　　　　　　　　項 期　　　　　間 限　　　度　　　額

後 期 高 齢 者 医 療 シ ス テ ム 改 修 業 務 委 託 事 業 令和８年度まで



令和７年度 守 口 市 特 別 会 計 介 護 保 険 事 業 予 算 



令和７年度守口市特別会計介護保険事業予算 

令和７年度守口市の特別会計介護保険事業の予算は､次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 18,054,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 214条の規定により債務を負担する行為をすることができる 

事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、6,000,000千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第 220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができ 

る場合は、次のとおりと定める。 

（１） 地域支援事業費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の

各項の間の流用 

令和７年２月 19日提出 

守口市長 瀬 野  憲 一 



第１表　歳入歳出予算

歳        入 (単位：千円)

款 項

 1 介護保険料 ３，７１３，３６０

 1 介護保険料 ３，７１３，３６０

 2 使用料及び手数料 １，３７６

 1 手数料 １，３７６

 3 国庫支出金 ４，２３６，２９６

 1 国庫負担金 ３，１９２，７０１

 2 国庫補助金 １，０４３，５９５

 4 支払基金交付金 ４，６６３，６２９

 1 支払基金交付金 ４，６６３，６２９

 5 府支出金 ２，４６９，７３８

 1 府負担金 ２，３６０，３１４

2 府補助金 １０９，４２４

 6 財産収入 １，３０２

 1 財産運用収入 １，３０２

 7 繰入金 ２，９６５，３２８

 1 一般会計繰入金 ２，９６５，３２８

 8 繰越金 １

 1 繰越金 １

 9 諸収入 ２，９７０

 1 延滞金、加算金及び過料 ５０

2 雑入 ２，９２０

１８，０５４，０００

金 額

歳 入 合 計



歳 出 (単位：千円)

款 項

 1 総務費 ５０５，４３０

 1 総務管理費 ３８７，９７６

 2 介護認定審査会費 １１７，４５４

 2 保険給付費 １７，０８６，１９３

 1 保険給付費 １７，０８６，１９３

 3 地域支援事業費 ４３５，８２４

 1 介護予防・生活支援サービス事 １５９，６６５

業費

 2 一般介護予防事業費 ２６，８４４

 3 包括的支援事業・任意事業費 ２４９，３１５

 4 基金積立金 １，３０２

 1 基金積立金 １，３０２

 5 公債費 ７，０００

 1 公債費 ７，０００

 6 諸支出金 １５，２５１

 1 償還金及び還付加算金 １５，２５１

 7 予備費 ３，０００

 1 予備費 ３，０００

１８，０５４，０００

金 額

歳 出 合 計



 第２表　債務負担行為

16,744 千円

事 項 期 間 限 度 額

介 護 保 険 関 係 帳 票 作 成 及 び
封 入 封 緘 業 務 委 託 事 業

令和８年度まで



 第２表　地方債

起債の 資金
方  法 区分

千円 ％以内 年以内 年以内

7.0
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令和７年度 守口市特別会計公共用地先行取得事業予算 



令和７年度守口市特別会計公共用地先行取得事業予算 

令和７年度守口市の特別会計公共用地先行取得事業の予算は､次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 486,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（地方債） 

第２条 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の

目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第 235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、486,000千円と定める。 

令和７年２月 19日提出 

守口市長 瀬 野  憲 一 



第１表　歳入歳出予算

歳 入 (単位：千円)

款 項

1 繰入金 ６，３００

 1 繰入金 ６，３００

2 市債 ４７９，７００

 1 市債 ４７９，７００

４８６，０００

金 額

歳 入 合 計



歳 出 (単位：千円)

款 項

 1 用地取得費 ４７９，８４７

 1 用地取得費 ４７９，８４７

2 公債費 ６，０５３

 1 公債費 ６，０５３

3 予備費 １００

 1 予備費 １００

４８６，０００

金 額

歳 出 合 計
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